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　Postコロナの時期を迎え，以前

の日常が徐々に戻ってきました。

“ハマの労務コンサル”も，オン

ライン一辺倒だったお客様との打

ち合わせのあり方が変わりつつあ

ります。件数はまだ多くはありま

せんが，対面による打ち合わせの

ご依頼も少しずつ入りだしていま

す。

　政府も 5月 8日から新型コロナ

ウイルスの感染症法上の分類をこ

れまでの 2類から 5類に変更する

方針がすでに決定済みです。人事

のなかでは， 5月 8日を契機とし

て，今までの臨時・緊急のコロナ

対応を見直そうという動きも見ら

れます。

　一足早くPostコロナを迎えた

アメリカの大手企業の中には，リ

モートワークの時計の針を戻し

（日本でいうテレワークは欧米で

はリモートワークと呼ばれていま

す），従業員が職場で過ごす時間

を増やすことを求めているところ

も出始めているとのニュースも耳

にします。今回はアメリカのそん

な最新事情についてお話ししまし

ょう。

 オフィス回帰の潮流

　2022年 6月，テスラ社のイー

ロン・マスク氏が，No more Re-

mote Working（リモートワーク

は止めよう）という標題で，“office 

must be a main Tesla Office, not 

a remote branch office（就労の場

所はテスラの主要のオフィスであ

り，リモートによる小さなそれぞ

れの場所ではない）”というメッ

セージを全社員に向けて発信しま

した。

　当時，アメリカは弾力的な働き

方としてリモートワークを積極的

に進めていると考えられていまし

たので，このメッセージは“あの”

イーロン・マスク氏によるものと

して，特殊，例外的なケースとさ

れていたように思います。しかし

ながら，そのアメリカのリモート

ワーク事情は，2022年後半から

一気に様相が変わってきたようで

す。

　2023年に入り，例えば，ディ

ズニー社は 3月から原則として週

4日を出勤するとの指示を全社員

に向けて発しました。

　スターバックスでは，CEOハ

ワード・シュルツ氏が，「今こそ

オフィスへ戻る時だ。失われた真

の人間的つながりを取り戻そう」

と呼びかけ週 3日のオフィス出勤

を 1月から開始しています。

　インターネット上での世界最大

のプロフェッショナルネットワー

クであるLinkedIn。LinkedInの幅

広いネットワーク情報を，欧米の

企業では自社の採用活動に積極的

に活用しています。そのLinkedIn

は2023年 1月に，2022年 3月に

は，求人票の20％以上がリモー

トワークOKのJobだったものが，

同年11月にその割合は14％に低

下しているという調査結果を発表

しています。

　さらに興味深いのはリモートワ

ークの中心と思われるIT企業の

中にでも，グーグルやマイクロソ

フトなどのように，社員の一部に

対してではありますが，週 3日か

ら週 4日のオフィスへの出勤を模

索する動きが観察されています。
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　在宅から出勤への回帰の動き

は，“職場で同僚と一緒にいるこ

とで刺激される創造性や成長機

会”を再認識した結果であるとい

われています。これに共感する日

本企業の経営者や人事関係者も多

いと思います。Postコロナはやは

り以前のように，出勤が当然なの

でしょうか？

 ハイブリッドな働き方へ

　一方で，働く側からは依然とし

てリモートワークを求める声は大

きく，リモートワークが認められ

ない場合，自分は今の勤務先を退

職すると回答した社員は全体の

32％にも及ぶ，という調査結果

も報告されています。

　働く側の意識にも注意を払え

ば，Postコロナを，単純にコロナ

前の全員が当然のようにオフィス

に出勤するという方針に戻すこと

にも問題があるように思います。

　アメリカの今の状況は，2019

年のパンデミック前の状態に単純

に戻るのではなく，出勤とリモー

トワークを組み合わせたハイブリ

ッド型の新しい働き方に向かって

いるというのが正確な分析のよう

です。

　オフィス回帰の指示をした企業

でも，実は，柔軟性を欠く全員一

律のリモートワーク廃止の動きで

はなく，社員からリモートワーク

の継続の申請があれば社員の事情

を勘案して認めるという柔軟な対

応となっています。

　企業が目指すべきは，オフィス

回帰かリモートワーク継続かとい

う硬直的な 2択ではなく， 1人ひ

とりに効率的で生産性の高い働き

方を実現してもらうことを念頭

に，オフィスの仲間が同じ場所に

集まって時間を共有することで生

まれるメリットも忘れず，同時に

1人ひとり，それぞれの事情も尊

重してリモートワークのメリット

にも配慮するという，各自の事情

も勘案した弾力的なハイブリッド

型の就労形態のようです。

　リモートワークの利点である，

「長い通勤時間の解消」に加えて，

「育児など家族と過ごす時間を増

やすことができる」といった会社

で働く社員の個人としての充実し

たLife Styleの形成を会社が支援

するという面も忘れてはなりませ

ん。

　特に，若い世代の人手不足が顕

著な日本の労働市場にあっては，

リモートワークを十分に可能にす

るだけの柔軟なハイブリッド型の

働き方の仕組みは，厳しい採用戦

線での競争優位性につながるとい

うことも考慮すべき重要な点とな

ります。

 生産性の向上あってこそ

　今回はアメリカのIT企業を中

心にリモートワークの新しい動き

をお伝えしましたが，同じアメリ

カでも，伝統的な産業ではIT企

業ほど極端なオフィス回帰ではな

く，リモートワークを続けたいか

という社員 1人ひとりの希望を最

初にヒアリングするなど，もう少

し穏当なハイブリッド型への移行

にとどまっています。そのような

会社では出勤がもたらす効能も認

めたうえで，社員自らが判断した

結果，主体的にオフィスに戻って

仕事をする日が増えるような魅力

ある新しいオフィス環境をつくる

検討に着手しているという話も聞

いています。

① 「いつどこで仕事をするのか」

ということを再点検して，まず

は企業としての標準的なモデル

ケースを設計する。

② 社員 1人ひとりは，自分の事情

を踏まえた自分最適の働き方を

まず想定して，マネージャーと

自分のチームで最適な働き方と

自分の最適な働き方の整合性を

確認する。

③ 整合性がとれない場合は，整合

性を確保するために自分はどの

ような調整が必要であるかを考

える。

　要は，Postコロナの標準的な会

社の働き方を前提にそれぞれが満

足し，かつ全体の生産性の向上に

つながる新しい働き方を追求す

る，そんなチャレンジが今求めら

れていると思います。
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